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第８部－第２ 「21 世紀型自治体」の実現と都市自治の確立 
 

Ⅰ 基本的な考え方 

 

平成１８年４月、市の最高規範である自治基本条例が施行され、あわせてパブリックコメント手続条

例と市民会議、審議会等の会議の公開に関する条例が施行されました。新たな自治の仕組みの運用

がスタートし、市民自治による協働のまちづくりが着実に進められています。 一方 、国では平成１８年

１２月に「地方分権改革推進法」が成立し、第２期分権改革が始まることとなりました。市がこれまで

「三位一体の改革」に関する意見を国や東京都に提出してきたように、めざすべき「分権社会」のあり方

を示すためには、市の立場から国等に対して積極的な問題提起を行うことが必要です。これらの状況

を踏まえ、市では自治基本条例に掲げた「市町村優先の原則」に基づき、市民に一番身近な基礎自治

体として、国等との適切な政府間関係の確立を図るとともに、地域主権の確立に向けて積極的な取り

組みを進めていきます。 

また、行政を取り巻く環境は、社会経済状況の複雑化にともない大きく変化しています。行政サービ

スに対するニーズは多岐にわたる分野で高まり、あわせて質の向上も求められています。これまでも市

は、平成１７年３月に策定した「行財政改革アクションプラン２０１０」の最重点課題である「行政サービ

スの質の確保と効率的な運営」として、公設民営方式の保育園運営や自校方式による学校給食調理

業務の委託化に着手する等、積極的な取り組みを進めてきました。今後も行政、事業者、ＮＰＯ等との

間の適切な役割分担による、連携したパートナーシップの確立を図るとともに、限られた経営資源を最

大限活かすため、「選択と集中」による施策の一層の重点化を図りながら市民サービスの質を確保しま

す。 

また、引き続き市民ニーズの把握に努め、さらなる行政サービスの拡充を図ります。加えて、質の高

い行政サービスを提供するためには、人財の育成が必要です。市はこれまでも人財育成基本方針に

基づき、継続的な検証・改善を行いながら人事任用制度の信頼性を高めるとともに、職員研修及び適

材適所の人事異動を実施してきました。今後とも職員のモチベーションの向上、組織力向上及び組織

の活性化を図るとともに、計画的・効果的な職員採用によって人財を確保し、市政推進の原動力とな

る人財の育成を推進します。 

さらに、都市として一定の「成熟期」を迎えた三鷹市においては、環境保全や経済性に配慮した都市

構造・都市空間の「更新・再生」が必要になっています。今後は公共施設の計画的な維持・保全を行う

「ファシリティ・マネジメント（注 1）」の確立に向けて取り組みます。 

 

（注 1）ファシリティ・マネジメント：企業や団体などが所有する施設とその環境を最適に保つために、多

面的な知識・技術を活用して効率的・効果的に管理運営する活動をいいます。施設全体について、そ

の配置や利活用も含め、総合的かつ経営的視点に立つとともに、将来変化にも対応し得る長期的視

野に基づく取り組みを進めることが特長です。また、施設の不具合が顕在化してから修繕等を行う「事

後保全」の対応ではなく、ファシリティ・マネジメントでは計画的に対応する「予防保全」の取り組みが重

要とされています。 

 

Ⅱ まちづくり指標 

 

行   政  指  標 計画策定時の状況

（平成１２年） 
前期実績値 

（平成１５年） 

中期実績値 

（平成１８年） 

目標値 

（平成２２年）

職員定数見直し数 ― 
９２人 

（平成１６年４月１日

に１２０人を達成） 

１５３人 ２１０人 

  行財政改革の推進における職員定数見直し状況を示す指標です。平成１６年度当初に、平成１７年度目標の

１２０人を達成しましたが、「行財政改革アクションプラン２０１０」に基づき、引き続き着実な行財政改革の推進を

図ります。今後とも、より簡素で効率的な行政運営や時代の変化に即応しうる柔軟な市政を実現するため、国の

集中改革プランも踏まえ、市民サービスの向上を図りながら職員の適正配置に取り組んでいきます。 
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行   政  指  標 計画策定時の状

況（平成１２年） 
前期実績値

（平成１５年）

中期実績値 

（平成１８年） 

目標値 

（平成２２年） 

経常収支比率 ８７．８％ ８６．８％ ８６．５％ 
概ね８０％台を維

持 

公債費比率 ９．２％ ９．９％ ９．８％ 
概ね１２％を超え

ないこと 

実質公債費比率 
（ ）の数値は準公債費比率  （１２．７％） （１３．０％） １２．９％ 

概ね１６％を超え

ないこと 

人件費比率 ２４．３％ ２１．５％ ２０．０％ 
概ね２４％を超え

ないこと 

「経常収支比率」、「公債費比率」、「実質公債費比率」「人件費比率」の４指標は、自治体経営の上で地方財

政の健全性を診断するための重要な指標とされています。行財政改革の徹底等を通して、収入と支出のバランス

のとれた、安定した行財政運営の推進を図ります。 

 

Ⅲ 施策・主な事業の体系 
 

1 計画の整備と推進 

    

（１） 「行財政改革アクションプラン 

２０１０」の推進 

◎ ①「行財政改革アクションプラン２０１０」の推進  

    

２ 都市自治の確立     

（１）国・都等との適切な政府間関係

の確立 

 ①国・都等との適切な政府間関係の確立  

 ①まちづくりの推進に必要な条例の整備  （２）自治立法権・自治解釈権の活

用  ②政策法務の推進  

（３）自治基本条例の普及・啓発 ◎ ①自治基本条例の普及・啓発  

（４）行政の率先的な行動 ◎ ①男女平等や環境保全等における行政の率先行動 

（「第１部－第３ 男女平等社会の実現」「第４部－第１ 環境保全の

推進 １環境保全」参照） 

 

（５）選挙管理の充実  ①期日前投票・不在者投票制度の改善  

  ②開票事務の短縮化  

  ③意識啓発の強化  

  ④ＩＣＴ等の活用による執行体制の強化  

（６）市制施行６０周年事業の実施 ◎ ①市制施行６０周年事業の実施  

※ ①施設の共同利用等の連携の強化 （７）広域的都市連携の強化 

 ②施設の共同建設 

 

  ③行政サービスの相互乗り入れの推進  

  ④広域連合、合併の研究  

  ⑤友好市町村等交流の推進  

    

３  自治体経営の確立     

（１）総合的な行政評価の推進 ◎ ①総合的な行政評価の推進  

（２）人財の育成と活性化 ◎ ①人財育成システムの検証・改善  

 ◎ ②人事任用制度の検証・改善  

（３）行政組織の簡素化、効率化、 ◎ ①組織、職員定数の見直し  

分権化の推進 ◎ ②事務分掌、専決規程の見直し  

 ◎ ③戦略的評価・予算編成の推進  

（４）効率的な自治体の実現と財政  ①財務会計システムの運用  

の健全性の維持  ②事務事業の見直し  

  ③経常経費の節減とコスト意識の徹底 
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  ④市全体のバランスシート、行政コスト計算書等の公開  

  ⑤財政の健全性の維持  

◎ ①市業務の民営化・委託化の一層の推進  

※ ②窓口サービスの民間委託の拡大の検討  

※ ③学校給食調理業務の委託化の推進  

※ ④安定した市民生活を保障する仕組みの確立  

※ ⑤市民保養所箱根みたか荘の利用者拡大と効率的な運営  

 ⑥ＮＰＯの参入の推進  

 ⑦㈱まちづくり三鷹の活用 

（５）民間活力の導入とセーフティー

ネットの確立 

 ⑧ＰＦＩ方式等の導入の検討 

 

 

（６）行政手続の電子化の促進 ◎ ①行政手続の電子化の促進 

（「第２部－第１ 情報環境の整備」参照） 

 

◎ ①総合窓口サービスの拡充  

◎ 

 

②協働コールセンターの検討・設置 

（「第２部－第１ 情報環境の整備」参照） 

※ ③三鷹駅前市政窓口の機能の拡充 

 

※ ④市税等の納付機会の拡大  

※ ⑤コンビニエンスストアにおける行政サービスの拡大の検討  

※ ⑥住民基本台帳カードの活用の検討  

※ ⑦届出及び証明書交付等における本人確認の強化  

 ⑧窓口サービス等における市民満足度向上に向けた取り組み 

（７）市民満足度向上のための行政

サービスの確立 

 

 ⑨公聴・相談・苦情等を行政サービスの改善につなげる仕組みの構

築 

 

◎ ①ファシリティ・マネジメントの推進  

◎ ②市民センター周辺地区整備構想の検討  

（８）ファシリティ・マネジメントの推進 

 ③公共施設等の計画的なリニューアルの推進  

 
４ 透明で公正な行政の確立     

※ ①パブリックコメントの推進  

※ ②市民会議・審議会等の会議の公開の制度の推進 

※ ③公益通報制度の活用 

 

※ ④広報紙、ホームページ等による情報提供の充実  

※ ⑤市のホームページの情報バリアフリー化 

（「第２部第１ 情報環境の整備」参照） 

 

 ⑥「自治体経営白書」の発行・充実  

 ⑦インターネット、ＣＡＴＶなどの活用  

（1）積極的な情報公開・情報提供

等の推進 

 ⑧「情報共有」をめざした情報公開・情報提供の推進  

 ①市民相談の充実  

 ②総合オンブズマン制度の充実 

（２）公聴・オンブズマン・監査機能の

拡充 

  ③市長と語り合う会の実施 

（３）契約制度の見直し・改善 ※ ①入札制度の改善  

  ②随意契約業務の見直し  

  ③電子調達の拡充  

 
 

Ⅳ 主要事業（◎で示しています）ます） 
 

１－(１)－①  「行財政改革アクションプラン２０１０」の推進 

   自治体経営・行政サービスの質の向上をめざすとともに、民営化・委託化を一層推進し、協働領域
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の拡大を進める中で、創造的な自治体運営を進めるため、「行財政改革アクションプラン２０１０」に基

づき、行財政改革と第二次分権改革を踏まえた地方分権の推進をめざします。また、アクションプラン

終期において、「新アクションプラン策定方針」を定め、先行的な取り組みを進めます。 

（市・市民・民間・学識者・ＮＰＯ等） 
 

計画期間（平成２２年）

の目標 

後     期  

 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

「行財政改革アクションプラン

２０１０」の推進  推進  策定、推進 
推
進 

 

  

 

 

２－(３)－①  自治基本条例の普及・啓発 

   自治基本条例の普及・啓発を図るとともに、パブリックコメント制度、市民会議・審議会等の会議の

公開の制度及び住民投票制度など、同条例に基づき創設された制度により自治の推進を図ります。 

                                         （市・市民・学識者・ＮＰＯ等） 

 
後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

自治基本条例の普及・啓発  普及・啓発  条例制定 

普及・啓発 

普
及
・
啓
発 

   

 

 

２－（６）－① 市制施行６０周年事業の実施 

 市制施行６０周年を迎えるにあたり、これまでの三鷹市のあゆみについて評価・検証するとともに、今

後のまちづくりのあり方等について展望する記念事業を実施します。 

 （市・市民・関係団体・ＮＰＯ等） 

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

市制施行６０周年事業の実施  実施   

 検
討
準
備 

 

実
施 

 
 
３－(１)－①  総合的な行政評価の推進 

  戦略的かつ効率的な行政運営及び市民満足度の向上を図るため、総合的な行政評価を推進しま

す。事業評価制度を予算編成に反映させて連携を図るとともに、引き続き基本計画の主要事業等の

結果や成果の評価を行い、「自治体経営白書」の充実等により評価に関する情報提供を積極的に推

進します。また、組織評価・人事評価との連動による内部マネジメントシステムの充実に向けた検討を

進めます。 

                                                     （市）           
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計画期間（平成２２年）

の目標 

後     期  

 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

総合的な行政評価の推進  推進  推進 
推
進 

   

 

３－(２)－①  人財育成システムの検証・改善 

３－(２)－②  人事任用制度の検証・改善 

平成１３年度以降の人事任用制度の運用実績と、職員意識調査を踏まえ、平成１５年度に策定した

「人財育成基本方針」に基づき、平成１６年度に見直しを行った人事任用制度により、キャリア開発の

視点から職員の公平公正な評価と能力開発を効果的に推進していきます。また、職員の能力開発と

能力の職務への効果的なフィードバックを図るため、三鷹ネットワーク大学の「まちづくり総合研究所」

事業等と連携しながら、戦略的な能力開発及びキャリア開発を行い、人財育成を進めていきます。これ

らの取り組みにより、人財育成のための制度の検証とこれに基づく制度の改善を継続的に実施し、職

員の能力開発と能力発揮の成果が適正に評価され、人事異動によるキャリア開発と、昇任昇格、給与

といった処遇に反映する仕組みを構築し、市政推進の原動力となる「人財」の育成を図ります。 

                                              （市）              

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

人財育成システムの検証・ 

改善  
人財育成システムの 

充実  見直し、推進

検
証
・
改
善 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－(３)－①  組織、職員定数の見直し 

３－(３)－②  事務分掌、専決規程の見直し 

３－(３)－③  戦略的評価・予算編成の推進 

職員の適正配置の明確化を図りながら、行財政改革アクションプラン２０１０や国の集中改革プラン

を踏まえた職員定数の見直しを推進します。また、職務分析を行い、正職員、嘱託職員、臨時職員等

の役割分担の明確化を図るとともに、事務の効率化や外部委託、ワークシェアリングの可能性を検討

します。さらに、将来的な職員構成を視野に入れた職員採用を計画的に行います。あわせて、事務分

掌や専決規程を見直すとともに、各部による自主的な予算編成をさらに推進するなど、各部課の権限

と責任の拡大を図る「庁内分権」を推進します。特に予算編成については、行政評価との連動や、イン

センティブ手法を導入した「創造的予算編成方式」に取り組むなど、さらに「選択と集中」を進めるため

の戦略的な仕組みを推進します。 

                                       （市） 

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

職員定数の見直し 職員定数の見直しの

実施（２１０人） 

１５３人の見直

しの実施 

実

施

   

戦略的評価・予算編成の推

進  
戦略的評価・予算編成

の推進 

創造的予算編

成の推進 

推

進
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３－(５)－①市業務の民営化・委託化の一層の推進 

「行財政改革アクションプラン２０１０」に基づき、コストを抑えながらも質の高い公共サービスの提供

を図るために、ＡＢＣ分析の手法なども活用しながら、市業務の民営化・委託化の一層の推進を図りま

す。民営化・委託化の推進にあたっては、行政、事業者、ＮＰＯ等との間の適切な役割分担による、連

携したパートナーシップの確立を図るとともに、サービスの質の確保と評価・改善に向けた仕組みの構

築を図ります。 

 具体的な民営化・委託化の取り組みとしては、学校給食の質の充実と自校方式による給食調理業

務の委託化を順次実施するとともに、引き続き市立保育園の質の確保と効率的な運営を検討していき

ます。また、平成１８年度から導入した指定管理者制度の活用により、市民サービスの向上を図りま

す。 

（市・市民・民間・学識者・ＮＰＯ等） 

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

市業務の民営化・委託化の 

一層の推進  
市業務の民営化・ 

委託化の一層の推進

公設民営保育

園の設置（４

園）、学校給食

調理業務の委

託化着手等 

推

進 

   

 

 

３－(７)－① 総合窓口サービスの拡充 

 本庁市民課で現在行われている総合窓口サービスの機能を強化し、住民異動等にともなう各種届出

及び証明発行の総合化を進めます。 

                                     （市） 

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

総合窓口サービスの拡充  推進、拡充  推進 

推
進
・
拡
充 

   

 

 

３－（８）－① ファシリティ・マネジメントの推進 

 既存の公共施設の維持管理全般について、コストを抑えつつ効果的な保全整備の実施による長寿

命化を図るとともに、今後の公共施設の再配置等のあり方も検討し、ファシリティ・マネジメントの推進

を図ります。また、公共施設の再配置や見直し及び市有地の売却・有効活用についても検討を進めま

す。さらに、耐震改修促進法で対象施設とされる公共施設を中心に耐震診断等を進め、計画的な耐

震改修や整備を進めます。 

                                 （市・関係団体・民間） 

 

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

ファシリティ・マネジメントの推

進  推進  推進 
推

進 

   



 240

 

３－（８）－② 市民センター周辺地区整備構想の検討 

市民センター内における公共施設の整備・再配置について、ふじみ衛生組合が整備する新ごみ処

理施設等の整備計画とも連携を図りながら、市民センター周辺の整備構想の検討を進めます。その際、

スポーツや健康づくり機能、生涯学習機能等の施設整備の可能性についても、ＰＦＩ等による民間資

金・民間活力の導入の手法と合わせて検討を行います。あわせて、当該構想に関連する公共施設の

再配置、既存の公共施設の整備計画の見直し及び市有地の売却・有効活用の検討を行います。 

                                                             （市・関係団体・民間） 

  

後     期  計画期間（平成２２年）

の目標 

中期達成状況

（１８年度末） 

１９ ２０ ２１ ２２ 

市民センター周辺地区整備構

想の検討  調査・研究  調査・研究 

調

査

研

究 

   

 

Ⅴ 新規・拡充事業（※で示しています） 
 
２－(７)－① 施設の共同利用等の連携の強化 

近隣市等の他の自治体との連携を強化し、文化・スポーツ施設等をはじめ公共施設の共同利用を

拡大し、市民サービスの向上を図り、効果的で効率的な行政運営を進めます。 

    （市・関係団体） 

   
３－(５)－② 窓口サービスの民間委託の拡大の検討 

窓口サービスの民間委託については、三鷹駅前市政窓口で既に一部委託を実施していますが、「競

争の導入による公共サービスの改革に関する法律（通称、市場化テスト法）」の活用も含め、窓口サー

ビスの民間委託の拡大について検討を進めます。 

                 （市・関係団体・民間等） 

 

３－(５)－③ 学校給食調理業務の委託化の推進 

 自校方式による安全でおいしい学校給食の一層の充実とさらなる効率的な運営を図るため、「学校

給食の充実と効率的運営に関する実施方針」に基づき学校給食調理業務委託を実施し、効率化によ

る削減効果を食育の推進、給食内容や安全・衛生管理の充実などに反映していきます。 

（市・関係団体・民間等） 
 
３－(５)－④ 安定した市民生活を保障する仕組みの確立 

  市の業務については、ＮＰＯや民間企業などに委託や移転を積極的に行い、民間の優れた技術やノ

ウハウを活用します。また行政は、安定した市民生活を保障する仕組みの確立を図り、民間事業者の

サービスのチェックや情報収集を図るとともに、民間事業者との協働・連携体制の確立を図ります。あ

わせて、国レベルの制度改正等による市民生活への影響を最小限とするために、国・都へ積極的な問

題提起を行うとともに、市民が安心して生活していくための環境整備に努めます。 

（市・市民・関係団体・民間・ＮＰＯ等） 
 

３－(５)－⑤ 市民保養所箱根みたか荘の利用者拡大と効率的な運営 

 箱根みたか荘の管理運営については、平成１８年度より指定管理者制度を導入し、サービスの向上

と管理運営の効率化を図りました。今後さらなる改善に努め、利用者拡大に取り組みながら効率的な

運営を推進します。 

                                    （市・関係団体・民間等） 



 241

 
３－(７)－③ 三鷹駅前市政窓口の機能の拡充 

  三鷹駅市政窓口を平成１７年度に三鷹駅前協同ビルへ三鷹駅前市政窓口として移転し、取り扱い

業務を拡充するとともに毎月第２・３・４日曜日のオープンを実施しました。今後は福祉に関する相談の

ニーズが高いことから、福祉総合相談窓口との連携を検討し、引き続きワンストップサービスの推進と

市民の利便性の向上を図ります。 

                                       （市） 

 
３－(７)－④ 市税等の納付機会の拡大 

  コンビニエンスストアにおける市税収納事務委託を、軽自動車税のほか市民税や固定資産税に拡

大するとともに、マルチペイメントネットワークの活用を実施します。また、他の業務への拡大を検討す

るとともに、クレジット収納等さらなる納付機会の拡大を検討し、市民の利便性の向上を図ります。 

                                                      （市・民間） 

 
３－(７)－⑤ コンビニエンスストアにおける行政サービスの拡大の検討 

 コンビニエンスストアにおいて、既に実施している各種税の収納業務に加え、本人確認や個人情報の

保護を適切に行いながら、行政サービスの拡大について検討を行います。 

          （市・民間） 

 
３－(７)－⑥ 住民基本台帳カード活用の検討 

 住民基本台帳カードを使った市の行政サービス拡充を図るため、自動交付機を使った証明書交付や

施設利用申し込み、図書貸し出し、事業参加申し込みなどの方策の実現可能性について検討を進め

ます。 

                                                      （市・国） 

  

３－(７)－⑦ 届出及び証明書交付等における本人確認の強化 

 平成１９年３月に施行した「住民基本台帳に関する条例」に基づき、個人情報保護の観点から本人

確認を厳格に実施するとともに、類似の届出及び証明書交付等においても本人確認の強化を図りま

す。 

                                                        （市） 

 
４－(１)－① パブリックコメントの推進 

４－(１)－② 市民会議・審議会等の会議の公開の制度の推進 

４－(１)－③ 公益通報制度の活用 

自治基本条例の施行によって始まった新たな自治の仕組みの定着を図り、自治の推進を図ります。 

（市・市民） 
 
４－(１)－④ 広報紙、ホームページ等による情報提供の充実 

 広報紙や市民便利帳の内容を充実するとともに、三鷹市長のメールマガジンの発行を継続します。ま

た、地域・生活情報の提供ツールとしての市民ニーズの高まりに応え、市民がよりスムーズに求める情

報にたどりつけるよう、ホームページのリニューアルに取り組みます。 

 さらに、グラフ誌を出版社と協力して発行し、三鷹の魅力を全国に向けて発信します。 

（市・民間） 

 

４－(３)－① 入札制度の改善 

  引き続き入札制度の改善を進めるとともに、電子調達等の拡充により入札・契約事務の透明性・客

観性、競争性の一層の向上とコスト縮減、事務の効率化を図ります。 

                 （市） 


